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厚生労働科学研究班
「慢性腎臓病 ( C K D ) 患者に特有の健康課題に適合した多職種連携による生活・

食事指導等の実証研究」 （ 要 班 ）からの報告

研究代表者：要 伸也

（杏林大学 腎臓・リウマチ膠原病内科）

１．CKD療養指導を担う人材育成における腎臓病療養指導士の役割と課題

２．CKD患者に対する多職種介入の効果に関する研究と教育方法の実際

第３回腎疾患対策及び糖尿病対策の
推進に関する検討会

令和５年８月２日

資料２－２



厚生労働科学研究班
「慢性腎臓病 ( C K D ) 患者に特有の健康課題に適合した多職種連携による生活・

食事指導等の実証研究」 （ 要 班 ）からの報告
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研究代表者：要 伸也

（杏林大学 腎臓・リウマチ膠原病内科）

１．CKD療養指導を担う人材育成における腎臓病療養指導士の役割と課題

２．CKD患者に対する多職種介入の効果に関する研究と教育方法の実際



受診勧奨

病期に応じた腎疾患対策の全体像

生活習慣病
の発症予防

・CKD重症化予防

・原因疾病の管理の継続
・合併症予防

CKD発症予防
（原因疾病の重症化予防）

関連す
る施策

• 禁煙、運動、減量、減塩等について、健康日本21（第二次）に目標を掲げ、取組を推進
• 糖尿病性腎症重症化予防プログラム
• 難病診療連携拠点病院を中心とした医療提供体制の構築、指定難病患者データベースの稼働 等
• 腎移植に関する普及啓発活動、院内体制の整備、提供移植施設の負担軽減 等

通院患者へのCKD発症予防、重症化予防に関する知識の普及

診療
水準の
向上

かかりつけ医等

・腎代替療法
・合併症予防

発症
ＣＫＤ
発症

各種ガイド、ガイドライン等で推奨される診療の均てん化

地域に
おける
医療提
供体制
の整備

関連学会と連携したデータベースの構築

健診

保健指導、受診勧奨
健診受診率向上（未受診者受診勧奨）

腎臓専門医療機関等

メディカルスタッフや他科専門医等との連携
最適な腎代替療法の選択、準備

2人主治医制など
担当医間の連携

療養指導士等メディカル
スタッフとの連携

紹介

逆紹介

項目例：血圧、脂質、血糖、喫煙、
尿蛋白および血清クレアチニン等

早期受診

普及
啓発

市民公開講座や資材等によるＣＫＤ認知度の上昇

研究
開発の
推進

関連する疾患の治療との連携強化

人材
育成 関連する療養指導士等との連携強化

病態解明に基づく効果的な新規治療薬の開発

腎臓病療養指導士の育成、かかりつけ医等との連携

標準的な健診・保健指導プロ
グラム【平成30年度版】

「かかりつけ医から腎臓専門医
・専門医療機関への紹介基準」

【参考２】

腎疾患対策報告書（厚生労働省、2018年改訂版）
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療養指導を担うメディカルスタッフの、腎臓病に関する知識が不
足しており（知識不足）、職種間の指導内容が必ずしも統一・共有

されていない。それを伝えるノウハウも不足している。

「腎臓病療養指導士」設立の背景

CKD診療（重症化予防とQOL維持）には、生活・服薬・栄養を含む
総合的な療養指導を継続的に行ってゆく必要がある

CKD診療においては、多職種によるチーム医療、医療連携が鍵
となる

CKD診療の目標は治療ガイドなどに示されているが、十分に達成
できていない（エビデンスと実臨床のギャップ Evidence-Practice gap）

医療施設ないし地域における保存期CKD療養指導の担い手を
養成する必要がある

CKD療養指導を担うメディカルスタッフが不足している。また、地域
により過不足がある （人材不足、地域格差）
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腎臓病療養指導士制度について②
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腎臓病療養指導士の認定要件 腎臓病療養指導士の役割

引用元：日本腎臓病協会HP：https://j-ka.or.jp/educator/

それぞれの医療環境において、CKDに関する職種横断的な基本知識を持ち、チーム医療と

医療連携を進めながら、患者さんに対してCKD療養指導を正しく実践できる医療スタッフ

４団体（日本腎臓学会, 日本腎不全看護学会, 日本栄養士会, 日本腎臓薬物療法学会）で設立・合同認定

1. 対象

• 看護師、管理栄養士、薬剤師のいずれかの資格を有し、資格

取得後３年以上経過している者

2． 認定試験の応募要件

1） 療養指導の実務経験

• 過去10年以内に通算2年以上、かつ通算1000時間以上

腎臓病患者の療養指導業務に従事していること

2） 研修

• 所定の施設で、各職種の指導を10例以上かつ各職種

最低2例以上研修すること

（症例リスト・症例要約を提出し合格する）

3） 講習会の受講（5年間有効）

※実務経験、研修は代替研修（e-learning症例研修）も可
能

３．認定試験（年１回）

受験料 20,000円

1. CKDの意義、CKDに関する基本的な知識と対策、およびCKDの
予防について 理解・習熟している

2. ステージに応じた保存期CKD患者への基本的管理方法を理解し、
個別のCKD患者に対してステージに応じた包括的かつ基本的な
療養指導（生活指導,栄養指導,薬物指導）を行うことができる

3. CKDに関して腎臓専門医や他の医療従事者と円滑な連携がとれ、
チーム医療に参加することができる

4. 腎代替療法についての基本的知識を有し、3つの療法選択（血液
透析,腹膜透析,腎移植）に関する説明を行うことができる

5. AKIの基本的知識を持ち、その予防策について指導することがで
きる

6. 自らの指導技術を高める活動を継続する

7. 後進の指導を行い、腎臓病療養指導士の育成に努める

8. CKDの啓発活動に努める

9. 地域の行政機構、医師会などと連携してCKD 対策を推進する

10.腎臓病療養指導活動の普及に努める

11.CKDの臨床研究への参加に努める

日本腎臓病協会（JKA）が認定

①



腎臓病療養指導士制度について①
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医療施設及び地域におけるCKD療養指導の担い手として、平成29年度より制度運用を開始（2018年4月第1回認定）。

※各領域の専門資格は、腎臓病療養指導師の取得を必要とするものではない

・腎臓病療養指導士の療養指導の対象患者は、保存期CKD患者に限定。

・腎臓病療養指導士は、CKDの意義、CKDに関する職種横断的な標準知識と対策、およびCKDの予防について理解・
習熟していることが求められている。

引用元：日本腎臓病協会HP：https://j-ka.or.jp/educator/

腎臓病療養指導士の役割

②



腎臓病療養指導士制度について③
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✓ 認定者総数は順調に増加しているが、いまだ十分ではない
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77%

9%

9%

3%

1% 1%

病院

薬局

クリニック・診療所

企業

公的機関

無所属

薬局43名

企業12名
クリニック44名

病院362名

公的機関2名

腎臓病療養指導士の所属内訳（第6回認定者469名中）

病院所属以外の認定者が増えている
2023年4月
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1. 継続的な育成、適正な配置・育成
- 必要数の把握、不足地域への周知・奨励策

2. 継続的な教育（CME）
- 知識のアップデート

3. 資格取得者間の情報交換、活躍の場の提供
- メリット・役割の明確化、モチベーション維持策、好事例の共有、など

4. かかりつけ医等との連携体制の構築

5. 制度開始後の評価・効果検証、チーム医療の診療報酬化
- CKD関連のアウトカム

6. 他領域の療養指導士との連携
- 糖尿病療養指導士、腎代替療法専門指導士、など

⚫ 運営形態
- NPO法人日本腎臓病協会（JKA）に移管

⚫ 研修プログラム、応募要件・更新要件等の整備

療養指導士制度の今後の課題
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都道府県別にみた腎臓専門医と腎臓病療養指導士数の関係（人口100万人当たり）
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• 現在のCKD患者数に対して、十分な数の腎臓病療養指導士が育成されていない。
• 腎臓病専門医の少ない地域で、腎臓病療養指導士の取得者数が少ない傾向がある。

課題
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専門医数 療養指導士数（人口100万人当たりの人数）

全国平均
（腎臓専門医）

47名

全国平均
（療養指導士）

19名

都道府県別に見た腎臓専門医と腎臓病療養士数の関係（人口比）

（人口100万人当たりの人数） 専門医数 腎臓病療養指導士数

2023年4月現在

腎臓病療養指導士の数には地域差が見られる。



➢療養士全体数の増員

➢地域格差の解消、専門医の少ない都道府県・地域への重点的配置

• 広報活動の実施（学会、アナウンスなど）

• 質を担保しつつ、より取得しやすくする工夫
- 認定要件の“実地研修”の代替としての研修e-learning（実施済み）

• 講習会・研修のオンディマンド化・地方開催の検討（講習会・研修会はすでに
オンディマンド化済み）

腎臓病療養指導士育成に向けた取り組み
腎臓病療養指導士を更に増やすために

（実施済み）

（実施済み）

CKD患者 1500万人（G3b以降で200万人） 専門医数 6千人 CKDE    2.4千人
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➢療養士全体数の増員
CKD患者 1500万人（G3b以降で200万人） 専門医数 6千人 CKDE    2.4千人

DM患者 1000万人 専門医数 6千人 CDEJ 1万9千人

➢地域格差の解消、専門医の少ない都道府県・地域への重点的配置

• 広報活動の強化

• 療養士不在の日本腎臓学会認定教育施設(700施設の約6割）への働きかけ

• 腎臓専門医の育成（とくに偏在地域）

• 都道府県ごとに設置する予定の療養士の協議会を中心に、地域ごとに偏在
是正に取り組む

• 地域ごとにキーパーソンを配置

• 認定試験のCBT化も今後の検討課題

療養士育成における今後の課題【考 察】
腎臓病療養指導士を更に増やすために

（今後の計画）

（今後の計画）

→ 6千～2万人程度が一応の目安？・・・適正な人数は不明
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教育研修小委員会試験認定小委員会 評価普及小委員会*

日本腎臓病協会
（JKA）

日本腎臓学会
（連携委員会）

制度設計、戦略的育成
資格取得者の決定
小委員会の統括

試験の実施・審査

試験問題の作成

症例要約の評価

講習会の開催

生涯学習の支援・ビデオ作成

テキスト作成

資格取得者の活動支援

制度開始後の評価・検証

*2019年に新設委員長：安田宜成 委員長：安田 隆 委員長：阿部雅紀

腎臓病療養指導士合同委員会

杏林大学医学部 演者作成

委員長：要伸也
副委員長：中川直樹

JKA地域代表

すでに数府県で設立が進んでいる

都道府県連携の会

腎臓病療養指導士の委員会体制 （現行）
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教育研修小委員会試験認定小委員会 評価普及小委員会*

日本腎臓病協会
（JKA）

日本腎臓学会
（連携委員会）

制度設計、戦略的育成
資格取得者の決定
小委員会の統括

試験の実施・審査

試験問題の作成

症例要約の評価

講習会の開催

生涯学習の支援・ビデオ作成

テキスト作成

資格取得者の活動支援

制度開始後の評価・検証

*2019年に新設委員長：安田宜成 委員長：安田 隆 委員長：阿部雅紀

腎臓病療養指導士合同委員会

杏林大学医学部 演者作成

療養士
全国連携協議会

委員長：要伸也
副委員長：中川直樹 （今後の計画）

✓ 「療養士連携の会」の各都道府県への設置を推進

✓ 各都道府県の「療養士連携の会」を束ねる全国組織
を設ける方向で検討

（目的）資格者同士の交流を深め、知識・技能の向上・指導
法の共有を図りつつ、きめの細かい過疎地対策を行う

JKA地域代表

都道府県連携の会

腎臓病療養指導士の委員会体制 （今後の計画）
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都道府県における腎臓病療養指導士の会 (連携の会) の設立（好事例）

熊本県
（療養指導士連絡協議会）

長野県
（療養指導士の会）
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1. 継続的な育成、適正な配置・育成
- 必要数の把握、不足地域への周知・奨励策

2. 継続的な教育（CME）
- 知識のアップデート

3. 資格取得者間の情報交換、活躍の場の提供
- メリット・役割の明確化、モチベーション維持策、好事例の共有、など

4. かかりつけ医等との連携体制の構築

5. 制度開始後の評価（効果検証）、チーム医療の診療報酬化
- CKD関連のアウトカム

6. 他領域の療養指導士との連携
- 糖尿病療養指導士、腎代替療法専門指導士、など

⚫ 運営形態
- NPO法人日本腎臓病協会（JKA）に移管

⚫ 研修プログラム、応募要件・更新要件等の整備

・ 学会等における療養士企画・セミナーの実施
・ HP上にコンテンツを無料で公開
・ “連携の会”の全国展開を推進

療養指導士制度の今後の課題
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1. 継続的な育成、適正な配置・育成
- 必要数の把握、不足地域への周知・奨励策

2. 継続的な教育（CME）
- 知識のアップデート

3. 資格取得者間の情報交換、活躍の場の提供
- メリット・役割の明確化、モチベーション維持策、好事例の共有、など

4. かかりつけ医等との連携体制の構築

5. 制度開始後の評価・効果検証、チーム医療の診療報酬化
- CKD関連のアウトカム

6. 他領域の療養指導士との連携
- 糖尿病療養指導士、腎代替療法専門指導士、など

⚫ 運営形態
- NPO法人日本腎臓病協会（JKA）に移管

⚫ 研修プログラム、応募要件・更新要件等の整備

療養指導士制度の今後の課題
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①各領域の有専門資格者（基幹病院）

・・・チーム医療における中心的役割、質の向上

②一般病院・クリニック勤務者

・・・非専門医・かかりつけ医のサポート

③それ以外で実地医療に携わる者（保健師、薬局薬剤師、
行政・民間の栄養士、行政・企業、など）

・・・受診勧奨、かかりつけ医との連携、後方支援

・

（課題） ・薬剤師の外来指導への介入
・ かかりつけ医との連携（紹介・併診時における患者指導）
・ 調剤薬局との連携、など

保健師 薬局薬剤師

（課題） ・専門病院との連携
・かかりつけ薬局との連携

かかりつけ医等との連携強化
が今後の課題

腎臓病療養指導士の様々な形

管理栄養士の派遣 18



紹介・逆紹介

特定健診
受診

受診勧奨
保健指導

連携体制協力依頼

連携体制支援

受診

検査
治療 受診

専門的
検査・治療

状況報告協力要請

①受診勧奨基準
②保健指導基準

③腎臓専門医紹介基準（ＣＫＤ紹介基準）
④糖尿病専門医紹介基準

対象者
連絡票

指示書

情報
提供書

CKD患者

DKD患者

腎臓専門医
糖尿病専門医

保険者

かかりつけ医
一般医

県・地区
医師会

糖尿病重症化
予防部署

ＣＫＤ対策部
署

地域における医療連携体制の構築

“連携医”

行政 医師会

大学病院
基幹病院

基幹病院だけでなく、医療連携のさまざまな場面で腎臓病療養
指導士の貢献が期待される

門前薬局

CKDE

CKDE（保健師）

（CKDE）

CKDE

栄養ケアスステーション

かかりつけ薬局

訪問看護ステーション

k企業

（CKDE）

19



1. 継続的な育成、適正な配置・育成
- 必要数の把握、不足地域への周知・奨励策

2. 継続的な教育（CME）
- 知識のアップデート

3. 資格取得者間の情報交換、活躍の場の提供
- メリット・役割の明確化、モチベーション維持策、好事例の共有、など

4. かかりつけ医等との連携体制の構築

5. 制度開始後の評価・効果検証、チーム医療の診療報酬化
- CKD関連のアウトカム

6. 他領域の療養指導士との連携
- 糖尿病療養指導士、腎代替療法専門指導士、など

⚫ 運営形態
- NPO法人日本腎臓病協会（JKA）に移管

⚫ 研修プログラム、応募要件・更新要件等の整備

腎臓病療養指導士制度の発展のための課題

療養指導士制度の今後の課題
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厚生労働科学研究班
「慢性腎臓病(CKD)患者に特有の健康課題に適合した多職種連携による生活・

食事指導等の実証研究」（要班）からの報告

21

研究代表者：要 伸也

（杏林大学 腎臓・リウマチ膠原病内科）

１．CKD療養指導を担う人材育成における腎臓病療養指導士の役割と課題

２．CKD患者に対する多職種介入の効果に関する研究と教育方法の実際



厚生労働科学研究費補助金（腎疾患政策研究事業） 2020-2022年度

慢性腎臓病(CKD)患者に特有の健康課題に適合した多職種連携による生
活・食事指導等の実証研究
研究代表者： ◎要 伸也

研究分担者： 柏原、岡田、猪阪、阿部、金崎、石川祐一、内田明子、木村健/竹内裕紀

評価普及小委員会

多職種連携に関する実証研究班（要班）

わが国における多職種連携に関する実態把握とエビデンス構築を
オールジャパン体制で行う

柏原班（方針決定・解析）

岡田班（社会実装）

中川班（両立支援）
✓ 実態調査アンケート

✓ エビデンス収集

✓ 多施設介入研究

委員長：阿部雅紀先生
CKDチーム医療検証WG（八田先生）

✓ マニュアルの作成

22



• 多施設研究（全国24施設）

• 対象：CKDステージG3-5の糖尿病性腎症を含むCKD患者
3,015名

• 多職種介入前後のeGFRスロープ、蛋白尿を比較

• 多職種介入と複合アウトカム（全死亡率および透析導入率）
の関連を検討

全国多施設後ろ向きコホート研究
日常診療における多職種介入の腎機能に与える影響

・日本腎臓病協会腎臓病療養指導士評価普及小委員会腎臓病療養指導士によるCKD 多職種連携（CKD チーム医療）
・CKD 患者に対する外来および入院での教育を検証するワーキンググループ厚生労働科学研究費補助金（腎疾患政策研究事業）

CKD 患者に特有の健康課題に適合した多職種連携による生活・食事指導等の実証研究班

Abe M, Hatta T, Imamura Y, Sakurada T, Kaname S. 
Effectiveness and current status of multidisciplinary care for patients with chronic kidney disease in 
Japan: a nationwide multicenter cohort study. 
Clin Exp Nephrol 2023
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N（男性/女性）
男性(％)
年齢（歳）
原疾患 n (%)

DKD
CGN
腎硬化症
ADPKD
その他・不明

CVDの既往 n (%)
BMI （kg/m2)
Hb (g/dL)
Alb (g/dL)
BUN (mg/dL)
Cr (mg/dL)
eGFR (mL/分/1.73m2)
尿蛋白（g/gCr)
HbA1c (%) DM例のみ

3,015 (2,237/778)
74.2
70.5±11.6

1,321 (43.8)
384 (12.7)
897 (29.1)
88 (2.9)
328 (10.9)
885 (29.4)
24.2 ± 4.3
11.7 ± 1.9
3.7 ± 0.5
32 [23-45] 

2.08 [1.48-3.14]

23.5 [15.1-34.4] 

1.13 [0.24-3.1]
6.4 ± 1.0

患者背景

外来/入院 n (%)
外来回数 (回)
入院日数 (日)
職種
看護師
管理栄養士
薬剤師
理学療法士
臨床検査技師
ソーシャルワーカー
臨床工学技士
その他
職種数

2職種
3職種
4職種
5職種
6職種以上

1246/1769 (41.3/58.7)
4 [1-11]
7 [6-12]

2600(86.2%)
2726（90.4%)
1878（62.3%）
781（25.9％）
178（5.9%)
72 (2.3%)
18（0.6％）
31(2.3%）
4 [3-5]
700 （23.2％)
416 （13.8％)
882 (29.2%)
994（33.0％)
23（0.8％)

患者背景 介入方法

・日本腎臓病協会腎臓病療養指導士評価普及小委員会腎臓病療養指導士によるCKD 多職種連携（CKD チーム医療）
・CKD 患者に対する外来および入院での教育を検証するワーキンググループ厚生労働科学研究費補助金（腎疾患政策研究事業）

CKD 患者に特有の健康課題に適合した多職種連携による生活・食事指導等の実証研究班

24施設 3,015名

(Abe M, Kaname S. Clin Exp Nephrol 2023) 24



全例（n=3,015）での検討

・日本腎臓病協会腎臓病療養指導士評価普及小委員会腎臓病療養指導士によるCKD 多職種連携（CKD チーム医療）
・CKD 患者に対する外来および入院での教育を検証するワーキンググループ厚生労働科学研究費補助金（腎疾患政策研究事業）

CKD 患者に特有の健康課題に適合した多職種連携による生活・食事指導等の実証研究班

糖尿病例（n=1,321）

非糖尿病例（n=1,696）

多職種介入前後のCKD進行率の比較

介入前
介入
6ヶ月後

介入
1年後

介入
2年後

介入前
介入
6ヶ月後

介入
1年後

介入
2年後

介入前
介入
6ヶ月後

介入
1年後

介入
2年後

多職種介入

(Abe M, Kaname S. Clin Exp Nephrol 2023) 25



多職種介入前後のCKD進行率の比較（ステージ別）

G3a (n=280)
n=761

n=1,041

G3b (n=761)

G3 (n=1,041) G4 (n=561)

G5 (n=354)

G3a (n=280) G3b (n=761)

・日本腎臓病協会腎臓病療養指導士評価普及小委員会腎臓病療養指導士によるCKD 多職種連携（CKD チーム医療）
・CKD 患者に対する外来および入院での教育を検証するワーキンググループ厚生労働科学研究費補助金（腎疾患政策研究事業）

CKD 患者に特有の健康課題に適合した多職種連携による生活・食事指導等の実証研究班
(Abe M, Kaname S. Clin Exp Nephrol 2023)

NS
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・日本腎臓病協会腎臓病療養指導士評価普及小委員会腎臓病療養指導士によるCKD 多職種連携（CKD チーム医療）
・CKD 患者に対する外来および入院での教育を検証するワーキンググループ厚生労働科学研究費補助金（腎疾患政策研究事業）

CKD 患者に特有の健康課題に適合した多職種連携による生活・食事指導等の実証研究班

(Abe M, Kaname S, Front Endocrinol 2023)

入院と外来の比較職種による比較

(Abe M, Kaname S, Kid Res Clin Pract 2023)
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複合アウトカム:  死亡および透析導入

スタッフ数と介入回数が多いほど複合腎アウトカムが
改善する

(Abe M, Kaname S. Clin Exp Nephrol 2023)

スタッフ数

介入数

管理栄養士、理学療法士の介入が有効

スタッフ数、介入数が多いほど有効

28



早期であるほど透析遅延効果は大きい （シミュレーション）

・日本腎臓病協会腎臓病療養指導士評価普及小委員会腎臓病療養指導士によるCKD 多職種連携（CKD チーム医療）
・CKD 患者に対する外来および入院での教育を検証するワーキンググループ厚生労働科学研究費補助金（腎疾患政策研究事業）

CKD 患者に特有の健康課題に適合した多職種連携による生活・食事指導等の実証研究班

G3～5 

G3b G4 

29



（Abe M, Kaname S, Clin Exp Nephrol 2023)

多職種介入により、DM, 非DMいずれのCKDでも保存期G3～G5
において腎重症化抑制が可能

多施設介入研究の結果に関する考察
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田附興風会医学
研究所北野病院

専門知識のある医師・看護
師・管理栄養士（3職種）看
護師と管理栄養士は腎臓病療
養指導士

外来受診日に3職種がCKD療養
指導。これを1セットとし、1
～2セット実施。糖尿病透析予
防指導では4回シリーズ。

看護師による生活指導と管理栄養士による栄養指導
医師は10分、それ以
外は１職種につき30-
60分

あり＊

医師は腎臓専門医、ス
タッフは腎臓病療養指
導士。未取得者も腎臓
病療養指導士の指導下
に実施。

教育入院では薬剤師の介入・指導あり
CKD 3b-4ではかかりつけ医の診察を主とし連携パ
スを用いて年1-2回受診（二人主治医制）

大阪公立大学医
学部附属病院

糖尿病の透析予防外来として
実施（依頼があればCKDも対
応）（糖尿病・腎臓）専門
医・専任看護師・管理栄養士
（腎臓病療養指導士を含む）

毎週月曜日に3職種で指導。
３ヶ月に１回の頻度で4回を1
クール（１年）で一通りの内
容を説明。希望があれば繰り
返す。

添付する資料をもとに、担当の看護師、管理栄養士か
ら指導

1職種15～30分。 あり＊

医師は糖尿病・腎臓専
門医、
栄養士の一部は腎臓病
療養指導士の資格あり

糖尿病の透析予防外来であり基本的に糖尿病性腎
症2-4期の方が対象になるが、近医からの要望もあ
り、CKDでの指導依頼があれば、少なくとも栄養指
導は臨機応変に対応中。

施設名 介入に加わった職種 介入方法 介入の内容 介入の時間 教育資材の有無
（＊は資材提供あり）

専門資格の有無
（療養士の介入、etc）

1 日産玉川病院
専門知識のある医師・看護師・
管理栄養士・薬剤師（4職種）

同じ外来受診日に４職種が療養指導。
これを1セットとして、合計4セット実施。

職種毎にプログラムあり。
医師約15分、それ以外は１
職種につき約３０分

あり＊ あり

2
日本大学医学部附
属板橋病院

専門知識のある医師・看護師・
管理栄養士（3職種）

外来受診日に3職種が療養指導。これを1セットと
し、2～4セット実施。(最低2セット)

初回は看護師と管理栄養士は別々。2回
目以降は初回の状況次第で合同で行う。

1職種15～30分(初回30～60
分)。2回目以降は計30分。

あり＊
あり；看護師と管理栄養士
は腎臓病療養指導士

3
奈良県総合医療
センター

専門知識のある医師・看護師・
管理栄養士（3職種）

外来受診日に3職種が療養指導。これを1セットと
し、1セット実施。カンファレンスで不足があれば、2
セット目を追加

看護師と管理栄養士は別々。 DVD あり(DVD)＊
あり；管理栄養士は腎臓
病療養指導士

4 明石医療センター
専門知識のある医師・看護師・
管理栄養士（3職種）

外来受診日に3職種がCKD導は複数回実施するこ
とも多い（患者や主治医の意向によって決定）

看護師へ、主治医からの指導依頼内容を
事前に伝達している。

医師は10～15分、看護師・
管理栄養士は原則的に30分
であるが変動あり。

あり＊
あり；管理栄養士のうち1
名は腎臓病療養指導士

5
田附興風会医学研
究所北野病院

専門知識のある医師・看護師・
管理栄養士（3職種）

外来受診日に3職種がCKD療養指導。これを1セッ
トとし、1～2セット実施。糖尿病透析予防指導では
4回シリーズ。

看護師による生活指導と管理栄養士によ
る栄養指導

医師は10分、それ以外は１
職種につき30-60分

あり＊
あり；看護師と管理栄養士
は腎臓病療養指導士

6
聖マリアンナ医大
病院

専門知識のある医師・看護師・
管理栄養士（3職種）

外来受診日に3職種がCKD療養指導。管理栄養士
による栄養指導と看護師による生活指導（腎看護
相談）は別日に実施。

患者のステージに応じた支援
医師は10-15分、それ以外は
１職種につき30分

あり＊ （資材は教育入院
用。栄養指導資材は同じも
のを外来でも使用）

あり；看護師と管理栄養士
はほとんどが腎臓病療養
指導士

7
聖マリアンナ医大
横浜市西部病院

外来で多職種指導は実施できていない。医師より依頼がある時に栄養士が栄養相談実施。
尚、当院には腎臓病療養指導士取得の栄養士はいない。

8
奈良県総合医療
センター

専門知識のある医師・看護師・
管理栄養士（3職種）

外来受診日に3職種がCKD療養指導。これを1セッ
トとし、1セット実施。カンファレンスで不足があれ
ば、2セット目を追加

看護師と管理栄養士は別々。

①管理栄養士（30分）
②看護師：DVD視聴（20
分）、指導（30分）
③医師診察 10分

あり(DVD・紙)
あり；管理栄養士は腎臓
病療養指導士

9
近江八幡市立総合
医療センター

専門知識のある医師・看護師・
管理栄養士（3職種）

蓄尿検査結果に基づき栄養指導間隔は変動、看
護師指導は教育入院後3・6・12・24ヵ月で実施

減塩不良症例（自宅蓄尿）に管理栄養士に
よる継続的な栄養指導、看護師による療
養行動における患者行動変容の確認（患
者アンケート実施）とその結果に基づく指
導

1回15-30分程度 なし
あり；看護師と管理栄養士
は腎臓病療養指導士

10 三思会東邦病院
専門知識のある医師・看護師・
管理栄養士（3職種）

外来受診日に3職種がCKD療養指導。
看護師と管理栄養士が別々に指導。看護
師は腎代替療法について説明、栄養士は
CKDに対する食事指導

1職種15～30分

冊子「腎不全治療選択とそ
の実際」、DVD「守りたいあ
なたらしさ～透析とともに
～」NPO法人腎臓サポート
協会などを使用

あり

11
京都大学医学部附
属病院

専門知識のある医師・管理栄養
士（2職種）

外来受診日に栄養指導を受けて頂く。回数は設定
していない。

外来日に合わせて栄養指導をセットし、継
続的に指導する。

1職種15分。 なし あり

12
順天堂大学医学部
附属練馬病院

専門知識のある医師・看護師・
管理栄養士（3職種）

外来受診日に3職種がCKD療養指導。これを1セッ
トとし、2～4セット実施。(最低2セット)

初回は看護師と管理栄養士は別々。2回
目以降は初回の状況次第で合同で行う。

1職種15～30分(初回30～60
分)。2回目以降は計30分。

あり＊
あり；看護師と管理栄養士
は腎臓病療養指導士

13
長崎大学病院腎臓
内科

専門知識のある医師・看護師・
管理栄養士（3職種）

外来受診日に医師・看護師でCKD療養指導、必要
時管理栄養士を交える(1-2回)。

CKDや透析内容の説明、食事内容の確認。
問題があれば栄養士の介入。希望時透析
の見学・デモ。

合計30～60分程度 なし あり

14
大阪公立大学医学
部附属病院

糖尿病の透析予防外来として
実施（依頼あればCKDも対応）

毎週月曜日に3職種で指導。３ヶ月に１回の頻度
で4回を1クール（１年）で一通りの内容を説明。希
望があれば繰り返す。

添付する資料をもとに、担当の看護師、管
理栄養士から指導

1職種15～30分。 あり＊
あり；（糖尿病・腎臓）専門
医・専任看護師・管理栄養
士

15 藤枝市立総合病院
専門知識のある医師・透析室看
護師・管理栄養士（3職種）

外来日に3職種が療養指導。透析室看護師が家
人同伴で初回, eGFR30未満, eGFR15未満の最低3
回は行い、以降は患者の病態、理解度、家庭環境
などに応じて適宜追加。

栄養指導：管理栄養士が腎臓内科外来受
診の待ち時間に実施。
CKD指導：透析室看護師が、3分冊のCKD
指導テキストに基づき指導

医師の指導は外来診療時間
栄養指導は20－30分
CKD指導は30－60分

あり＊
3分冊のCKD指導テキスト

あり；看護師と管理栄養士
は腎臓病療養指導士を含
む

16
医療法人埼友会
埼友草加病院

専門知識のある医師・看護師・
管理栄養士・薬剤師・公認心理
師・社会福祉士（6職種）

主にCKDステージG4から介入。外来受診毎に職種
（医師・看護師・管理栄養士）がCKD療養指導。必
要に応じて他の職種も介入・指導

初回は看護師が介入し患者背景を把握す
る。その状況に応じて初回当日もしくは次
の受診時に管理栄養士・薬剤師が介入

医師は10～20分。看護師初
回30～60分。他職種含め2
回目以降は各20～30分程度

あり

あり；看護師、管理栄養士
は腎臓病療養指導士、薬
剤師は日本腎臓病薬物療
法認定薬剤師

介入方法・内容のまとめ
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指導前後の比較

非糖尿病 糖尿病全体

対象：G2-5の保存期CKD150名
（平均eGFR 34）

専門知識のある医師・看護師・管理栄

養士・薬剤師が同じ日にCKD療養指導

ｘ 4セットを基本として、繰り返し行う

CKD進行遅延の他、UA, LDL-C, HbA1cも改善

ΔeGFR

(Imamura, Clin Exp Nephrol 2019)

好事例：日産玉川病院における多職種介入

【教育方法】

✓ 医師約15分
それ以外は１職種につき約３０分

✓ 職種毎にプログラム、教育資材あり
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北野病院の教育資材
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34

今後は、「多職種連携マニュアル」を普及し、各地域・施設における指導
方法の確立を支援する



1. 継続的な育成、適正な配置・育成
- 必要数の把握、不足地域への周知・奨励策

2. 継続的な教育（CME）
- 知識のアップデート

3. 資格取得者間の情報交換、活躍の場の提供
- メリット・役割の明確化、モチベーション維持策、好事例の共有、など

4. かかりつけ医等との連携体制の構築

5. 制度開始後の評価・効果検証、チーム医療の診療報酬化
- CKD関連のアウトカム

6. 他領域の療養指導士との連携
- 糖尿病療養指導士、腎代替療法専門指導士、など

⚫ 運営形態
- NPO法人日本腎臓病協会（JKA）に移管

⚫ 研修プログラム、応募要件・更新要件等の整備

療養指導士制度の今後の課題
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1. 継続的な育成、適正な配置・育成
- 必要数の把握、不足地域への周知・奨励策

2. 継続的な教育（CME）
- 知識のアップデート

3. 資格取得者間の情報交換、活躍の場の提供
- メリット・役割の明確化、モチベーション維持策、好事例の共有、など

4. かかりつけ医等との連携体制の構築

5. 制度開始後の評価・効果検証、チーム医療の診療報酬化
- CKD関連のアウトカム

6. 他領域の療養指導士との連携
- 糖尿病療養指導士、腎代替療法専門指導士、など

⚫ 運営形態
- NPO法人日本腎臓病協会（JKA）に移管

⚫ 研修プログラム、応募要件・更新要件等の整備

・腎臓病療養指導士と他分野の療養指導士との関係性

療養指導士制度の今後の課題
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2018-2020年度 厚生労働科学研究費補助金
循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業（門脇班）

【今後の糖尿病対策と医療提供体制の整備のための研究】

〇他資格取得時の優遇
〇既存のカリキュラムの相互乗り入れ
〇e-learningの相互乗り入れ
〇更新時の負担軽減
〇生活習慣病として共通している基礎
的な部分を1つに制度化
等について検討する



腎代替療法専門指導士（2021より）

腎
臓
病
療
養
指
導
士

腎代替療法の選択を推進し、透析・腎移植患者のADL・QOL向上を目指す

（腎代替療法専門指導士のHPより改変）

単
位
免
除

４

腎臓病療養指導士も基礎資格となり、2022年度末までに160名が認定 38



蛋白尿、高血圧の出現

保存期CKD

腎移植

血液透析

腹膜透析

在宅医療
医療連携

予後・QOLの改善

連携施設

QOL改善

CKD

末期腎不全（ESRD) 医師

CKDステージごとの指導士の役割

腎臓内科

チーム医療医療連携

医師・看護師・管理栄養士・薬剤師・
理学療法士・MSW

✓ 訪問看護ス
テーション

✓ 行政、地域の
医師会など

✓ かかりつけ医、移植医

医師・看護師・管理栄養士・薬剤師・
臨床工学技士・移植コーディネーター

腎臓病療養指導士

療法選択

SDM/ACP

腎代替療法専門指導士

CKM（透析非導入）

CKM（透析の中止）

糖尿病療養指導士

糖尿病内科 重症化予防

生活習慣対策

関連指導士との連携が今後の課題である 39



厚生労働科学研究班

「慢性腎臓病(CKD)患者に特有の健康課題に適合した多職種連携による生活・食事指導等の

実証研究」（要班）からの報告

１．CKD療養指導を担う人材育成における腎臓病療養指導士の役割と課題

２．CKD患者に対する多職種介入の効果に関する研究と教育方法の実際

1. 腎臓病療養指導士の認定が進み、CKDチーム医療の推進役として定着し

つつある

2. 今後は、地域・施設間の偏在を考慮した継続的育成、資格取得者への活

躍・交流の場および教育機会の提供、インセンティブの確保、かかりつけ

医や関連指導士等との連携などが課題である

3. CKD診療において、多職種介入はCKD患者の腎予後改善に有効である

4. 今後は、多職種による効果的な教育方法の普及が課題と考えられる

【全体のまとめ】

40



（補足資料）
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腎臓病療養指導士の活動- 使命（mission）と到達目標（goal）

使命（Mission）
腎臓病療養指導士の活躍を通して、全国の腎臓病医療レベルを向上するとともに、そ

のアウトカムを明らかにする

（腎臓病療養士のためのCKD指導ガイドブック2021）

1. 腎臓病療養指導士を医療現場および一般の方々に広く周知する

2. 全国に偏りなく腎臓病療養指導士の育成を図る

3. 腎臓病療養指導士を全国展開し、資格者同士の交流を深め、知識・技能の向上を図

る

4. 本制度の評価・検証を行う

5. 腎臓病療養指導士独自、または他領域の療養指導士と一体化した診療報酬の算定

を目指す

6. 他領域の療養指導士と交流し、CKDの危険因子となる高血圧、糖尿病、生活習慣病

の発症予防のための統一した基本的な指導内容を作成し、実施する

7. かかりつけ医等との連携を図るとともにチーム医療を推進する。各地域のキーパーソ

ンを中心に地域における活動内容を周知していく

8. 生涯教育プログラムの再構築

到達目標（Goal）
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腎臓専門医*10000/40-74CKD患者数

腎臓専門医数は、日本腎臓学会HPから引用（2022年5月26日現在）
腎臓病療養指導士数は、柏原班・岡田班HPから引用
40-74歳の都道府県別推計CKD患者数は、第7回NDBオープンデータのCGA分類 都道府県別性年齢階級別分布 から、特定健診受診者の性年齢階級別CKD有病率が
健診未受診者と同じという仮定を置き、性年齢階級別人口から算出（計算方法は、日腎会誌（7月末発行）に掲載予定）

都道府県別にみた腎臓専門医と腎臓病療養指導士数の関係
（40-74歳の推定CKD患者数比）

（40-74歳の推定CKD患者1万人あたりの人数）

全国平均
（腎臓専門医）

6.3名

全国平均
（療養指導士）

2.6名

（人）

若杉先生
データ
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腎臓病療養指導士数は、柏原班・岡田班HPから引用
40-74歳の都道府県別推計CKD患者数は、第7回NDBオープンデータのCGA分類 都道府県別性年齢階級別分布 から、特定健診受診者の性年齢階級別CKD有病率が
健診未受診者と同じという仮定を置き、性年齢階級別人口から算出（計算方法は、日腎会誌（7月末発行）に掲載予定）

都道府県別にみた腎臓病療養指導士と40-74歳の推定CKD患者数の関係

全国平均
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40-74CKD患者数/腎臓病療養指導士

40-74歳の推計CKD患者数を、腎臓病療養指導士数で割ったもの（一人当たりの担当CKD患者数）

1人の腎臓病療養指導士が、40-74歳のCKD患者（推計）を何人診なければならないかに相当
最も少ない岡山県（1931人）から最も多い青森県（46654人）まで幅がある（全国平均は3920人）

＊75歳以上にもCKD患者は多くいるので、実際に診療するCKD患者数はもっと多いことになる。
なお、都道府県別75歳以上の透析導入率は、40-74歳の透析導入率と相関するので、

40-74歳CKD患者（推計）が多い都道府県では、75歳以上も多い可能性が考えられる。

（人）

若杉先生
データ
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1935

6回目

21
1
2

10
4

11
2
8
2
7

20
51
23
11
5
9
3
7
5
2
3

43
12
5

13
12
27
5

14
2
1
2

22
12
3
8
7
9
7

20
6
5
3

10
1

11
2

北海道 20 9 13 3 16
青森 1 0 0 0 0
秋田 1 0 2 0 0
岩手 1 2 5 1 1
山形 5 0 5 0 0
宮城 25 2 2 0 1
福島 8 3 6 0 2
群馬 17 5 3 3 6
栃木 4 4 0 3 4
茨城 18 10 11 8 4
埼玉 37 13 19 17 25
東京 85 28 39 52 48
神奈川 53 26 40 35 28
千葉 28 20 9 17 12
新潟 12 5 8 2 2
長野 15 5 7 2 2
山梨 4 3 7 1 2
富山 6 6 2 2 4
石川 12 8 1 1 0
福井 7 3 1 0 3
岐阜 4 1 4 1 3
愛知 62 26 38 23 20
静岡 12 17 14 3 3
滋賀 9 3 5 5 2
京都 19 8 19 4 9
兵庫 21 5 18 2 8
大阪 51 31 26 10 21
奈良 19 4 9 0 1
三重 1 5 4 0 5
和歌山 4 1 3 1 3
鳥取 1 2 3 0 0
島根 5 2 1 0 1
岡山 15 11 14 2 2
広島 22 5 19 2 5
山口 3 3 2 0 0
香川 12 0 1 0 0
愛媛 5 2 3 0 1
徳島 4 0 3 0 1
高知 13 1 3 0 0
福岡 34 13 14 2 8
佐賀 5 1 2 2 3
大分 10 0 1 0 4
長崎 9 2 6 2 1
熊本 8 5 1 0 5
宮崎 5 2 2 1 0
鹿児島 6 6 7 1 2
沖縄 16 9 3 1 2

合計 734 317 405 209 270

1回目 2回目 3回目 4回目 5回目都道府県別
腎臓病療養指導士数の年次推移
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第1回 第2回 第3回 第4回 第5回 第6回

療養士認定者第1回～6回

各回の療養士認定者全体に占める割合

人口別に均等な分布であった時の割合

45


